



























































































































































































































































































































































































44	 長沼・井上・前掲注⑴ 87頁〔長沼〕、渡辺咲子・前掲注⑴ 119頁。後者は、「当事者構造を無視して新たな曖昧さ
を裁判に持ち込む危険をはらむように思える」（120頁）と指摘する。他方、本決定に対する肯定的な評価として、
公文・前掲注⑴ 122頁。
「臨床法務研究」第18号
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⑵　平成27年決定の視点
　先に述べたように、平成27年決定は、明示的に平成17年決定を引用しているわけではないが、平
成17年決定の判断を前提とした事例判断であることが指摘されている。
　本決定の事例において問題となったのは、それぞれ「被害者指示説明に基づく被害再現状況等」
および「目撃者指示説明に基づく犯行目撃状況等」を立証趣旨とした２通の捜査状況報告書であっ
た。各捜査状況報告書は、被害現場において、被害者および目撃者が被害発生時に乗車していた自
動車を用いて、両名に被害状況及び目撃状況を動作等を交えて再現させ、その様子を順次撮影し、
写真に撮影状況や指示内容に関する説明を添付したものであった（以上は、本件控訴審の認定によ
る）。このような両書証について、最高裁は、「捜査状況報告書…は、警察官が被害者及び目撃者に
被害状況あるいは目撃状況を動作等を交えて再現させた結果を記録したものと認められ、実質にお
いては、被害者や目撃者が再現したとおりの犯罪事実の存在が要証事実になる」と判断した上で、321
条３項のみによって採用して取り調べた第一審の判断を、原審が是認した点につき違法と評価した。
　立証趣旨で示されていた内容ではなく、「実質において」何が要証事実となっているかを改めて判
断した上で、証拠能力を評価するという判断の枠組みは、たしかに平成17年決定を踏襲するものと
いってよい。
　他方、平成17年決定において問題となったのが客観的・物理的環境の異なる状況で行った「再現」
を内容とする書証であったのに対し、平成27年決定において問題となったのは、本件被害現場にお
いて、本件被害時に被害者らが乗車していた自動車を用いて行った「再現」を内容とする書証であ
った。この点、平成27年決定において問題となった両書証は、少なくとも、犯行現場の物理的状況
を立証することが可能なものと評価でき、平成17年決定とは異なり、再現時の状況を立証すること
が無意味であるとまではいえないものと思われる。
　このように、当該書証の内容的側面からみた場合に、立証趣旨どおりの事実を要証事実とみるこ
とが必ずしも無意味とはいえない場合について、なぜ立証趣旨とは異なる要証事実の設定が行われ
たのか。この点については、本件において、問題となっている書証とは別に、犯行現場の状況を証
明するための写真撮影報告書が証拠採用され、証拠の標目に掲げられていたことの他、被害者らに
対する証人尋問において供述がなされた後、当該供述の明確化のために再現写真を証人に示す方法
のほうが直截かつ有効であった点が指摘される45。
⑶　両決定の射程
　以上のように、両決定は、証拠能力の判断の場面において、一応は立証趣旨の拘束力を肯定し、
例外的に、これに捉われない判断をなしうることを示唆しているようにみえる。そして、立証趣旨
45	 成瀬・前掲注⑵ 179頁。最高裁平成23年９月14日第一小法廷決定（刑集65巻６号949頁）参照。
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に拘束されない場面というのは、平成17年決定の場合のように、当該証拠の内容的側面からみて専
ら立証趣旨に意味がない場面に加え、平成27年決定の場合のように、他の証拠関係やとり得る他の
立証方法との関係において、当該証拠を立証趣旨どおりの要証事実を前提として証拠採用すること
がふさわしくない場面をも含んでいるとみることができる。
　ただし、両決定は、下級審での判断に対して評価を示したものにすぎないから、立証趣旨を超え
た要証事実を前提として、裁判所が積極的に証拠能力判断をしてよいと認めたものとまではいえな
いとも考えられる。そうすると、両決定については、証拠能力判断の段階においては立証趣旨をま
ずは前提としつつ、実質においては立証趣旨の範疇を超えた事実が要証事実となるような場合、あ
るいは立証趣旨どおりの事実を要証事実とすることがふさわしくないような場合について、立証趣
旨とは異なる要証事実を例外的に設定したとしたらなされうる証拠能力評価を示したものにすぎな
いとみることになる。このように両決定について、立証趣旨とは異なる要証事実を前提として証拠
能力を判断することまで認めるものではないという評価をするとしたら、その背後には、立証趣旨
自体が拘束力をもつという理解があるのではないだろうか。
４　おわりに
　平成17年決定の事案においては、立証趣旨の範疇にない事実が要証事実となることを前提とした
判断がなされた。平成17年決定およびこれに沿った判断をした平成27年決定が、立証趣旨の拘束力
についてどのような立場を前提としているのか、決定文からは必ずしも明らかではない。しかしな
がら、仮に拘束力を否定する立場をとるのであれば、これらの事例でなされた処理は「例外的」な
ものとは評価されないだろうから、最高裁は、証拠能力判断の段階においては立証趣旨に一応の拘
束力を認め、これを尊重する判断をしたものと解すべきように思われる。そして、このように解し
た場合には、いかなる限度で「例外」が認められるかが問題となるところ、平成27年決定は、平成
17年決定とは異なり、証拠自体の内容的側面から当該立証趣旨に限界が認められる場合には限られ
ないことを示したように思われる。
　仮に、裁判所が証拠能力の判断においても立証趣旨に拘束されないという立場に立てば、例外的
場面か否かを問わず、立証趣旨とは異なるしかるべき要証事実を設定し、これとの関係で証拠能力
の判断をすることが特段の制限なく許されることになろう。他方、裁判所が立証趣旨に拘束される
という立場を前提とすると、特定の立証趣旨との関係で当該証拠には関連性がないような場合には、
一つの方法としてはこのことをもって証拠能力を否定するか、あるいはもう一つの方法としては明
示的な立証趣旨の追加ないし変更を当事者に促すことが考えられる。
　証拠決定以前の段階において立証趣旨が不明な場合、これに対する求釈明の結果、立証趣旨の追
加や修正の手続が認められていることに鑑みると、立証趣旨の拘束力を肯定する立場に立てば、こ
のような手続を経ることなく、当該立証趣旨からはみ出した事実について心証形成を行うことは、
「臨床法務研究」第18号
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「証拠決定の内容的拘束力に抵触し、当事者に不意打ちを与えるものとして、違法の評価を受ける
こととなろう」46との指摘がなされている。
　「実質的」な要証事実について、裁判所自らがこれを積極的に導き出し、設定して、証拠能力判
断をすることまで許されるのか、それとも、あくまで当事者に釈明を求める限度でのみ許されるの
かについては、両決定からは必ずしも明らかではない。立証趣旨が当事者による設定に係るもので
ある以上、後者の限度でのみ許されるものと考えるが、このことは、職権証拠調べの性質等とも相
まって、更に検討を必要とすると思われるので、今後の課題としたい。
46	 杉田・前掲注⑻ 118頁。
